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バンダアチェ市と東松島市による相互復興推
進プログラムにおける対象コミュニティへのヒア
リング 

評価の背景・対象・目的  

 ASEAN 唯一の G20 メンバー国であるインドネシアに対する支援は，同国の安定と発

展，ひいては我が国を含むアジア地域の安定と発展に不可欠である。過去 10 年の間に

は，開発協力大綱の改定や JICA の実施体制の変化等日イ両国の経済発展にとって重

要な動きがあった。本評価は，日本のインドネシアに対する ODA 政策及び協力実績を全

般的に評価し，今後の ODA 政策の立案や実施のための提言や教訓を得ること，また国

民への説明責任を果たすことを主な目的とする。 

 

評価結果のまとめ 

●開発の視点からの評価 

（1）政策の妥当性（評価結果：B 高い） 

 評価対象期間のインドネシアの中期開発計画と日本の対インドネシア開発協力方針に

おいて，インドネシア側のニーズと日本側の支援分野は整合している。インフラの質の高さ

や経験・教訓にもとづく環境技術など日本の比較優位性が確認され，国際的な優先課題

との整合性及び他ドナーとの情報共有・連携も見られ，高い妥当性が確認された。なお，

開発協力に携わる多様な主体との連携は実際には図られているが，開発協力大綱が掲

げる「連携の強化」を，国別開発協力方針（2017 年）に明確に記載することが望ましい。 

（2）結果の有効性（評価結果：A  極めて高い） 

 インドネシアの貧困削減，経済成長，国際社会における役割達成に対して，日本が多額

の援助を実施してきたことは，インドネシア側の期待に適うものであった。「経済インフラ整

備」，「ビジネス環境整備」，「不均衡是正・地域開発」，「防災」，「気候変動・自然環境保

全対策」，「アジア・国際社会の課題」への支援 6 分野すべてにおいて，日本の強みを生

かした協力による開発効果が確認された。 

（3）プロセスの適切性（評価結果：C 一部課題がある） 

関係者の日常的な業務を通じた緊密なコミュニケーションやオールジャパン年次会議を

通じて，援助政策立案から実施まで一貫性を持って行う努力が確認されたが，「現地

ODA タスクフォース」という名前の下で，多様な関係者が一同に会して包括的な議論が行

われたという記録は確認できなかった。両国間の要人往来は盛んで，ハイレベルでの累

次の政策対話においてODAに関する協議も行われており，また関係省庁間やセクター別

の協議も行われていたが，両国関係者が一同に会する「経済協力政策協議」は 2014 年



 

 

以降開催されていない。また，日本の ODA は高い成果を上げているが，協力プログラム

のモニタリング・評価は実施されておらず，インドネシアの開発目標の達成，課題解決へ

の日本の協力の貢献度合を，明確に確認することは困難であった。 

  

●外交の視点からの評価 

（1） 外交的な重要性 

共に海洋国家であり，民主主義，法の支配，多国間貿易体制といった基本的価値を共

有し，互恵関係の強化の重要性が国民レベルにまで浸透しているインドネシアに対する支

援は，経済インフラやビジネス環境整備分野において，日本企業の投資促進・経済活動

の拡大，日本への資源輸入の安定化を図る上で重要である。防災および気候変動・自然

環境保全対策分野の支援は，防災先進国として国際社会の信頼を獲得し，国際公約を

実現する上で重要である。アジア・国際社会の課題対応への支援は，両国による地域の

安全保障への取り組みを促し，日本・地域の安定に寄与する上で，重要である。 

（2）外交的な波及効果 

官民連携事業など ODA 事業をインドネシア進出のきっかけとした日本企業は少なくな

く，ODA 事業や官民関係機関の相互連携が，ビジネス環境整備につながる例も確認され

た。ODA 総体としての波及効果として，経済連携協定（EPA）の交渉において ODA が重

要な外交のカードとして交渉を円滑にしたと考えられる。また，日本に対する信頼の獲得

に，ODA と，ODA が触媒となって牽引した民間レベルの経済活動が貢献していることが

世論結果から示されており，外交的な波及効果を上げていることが確認できた。 

 

評価結果に基づく提言  

（1）関係機関との連携強化に関する方針の明確化 

インドネシアでは開発における民間セクターの役割が特に大きく，インドネシアに対する

開発協力は今後民間セクターが主体となり実施されていくと見られることから，ODA に関

係する諸機関の活動を俯瞰した開発協力方針とすることが望まれる。このため，連携の強

化をさらに推進することを，開発協力方針において明記することを提言する。 

（2）プログラムレベルのモニタリングを可能とする体系の再検討 

新規 ODA 案件が，成果目標・指標が設定されているインドネシアの開発プログラムに

明確に位置づけられる場合は，その ODA 案件がインドネシアの開発プログラムが目指す

目標の達成にいかに貢献しているかを，インドネシア側の様々な投入との相乗的な効果

などを確認しつつ，試行的に検証することを提案する。 

（3）現地 ODA タスクフォースの機能強化 

開発協力政策策定に関わる関係者が，現地 ODA タスクフォースとして参集し，包括的

に日本の ODA を通じた協力について協議する定期会合を開催することを提言する。 

（4）包括的な政策協議の再開 

開発協力政策の立案・検討には，相手国側の認識や理解を共有するための協議が必

要である。両国関係者が一同に会して，ハイレベルの政策対話や各関係省庁間，各セク

ター別協議の結果を俯瞰する，包括的な政策協議を再開することを提言する。  


